
理

由

近
時
の
司
法
書
士
制
度
及
び
土
地
家
屋
調
査
士
制
度
を
取
り
巻
く
状
況
の
変
化
を
踏
ま
え
、
司
法
書
士
及
び
土
地
家
屋
調
査

士
に
つ
い
て
、
そ
れ
ぞ
れ
、
そ
の
専
門
職
者
と
し
て
の
使
命
を
明
ら
か
に
す
る
規
定
を
設
け
る
と
と
も
に
、
懲
戒
権
者
を
法
務

局
又
は
地
方
法
務
局
の
長
か
ら
法
務
大
臣
に
改
め
る
等
の
懲
戒
手
続
に
関
す
る
規
定
の
見
直
し
を
行
う
ほ
か
、
社
員
が
一
人
の

司
法
書
士
法
人
及
び
土
地
家
屋
調
査
士
法
人
の
設
立
を
可
能
と
す
る
等
の
措
置
を
講
ず
る
必
要
が
あ
る
。
こ
れ
が
、
こ
の
法
律

案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。


